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[ 1 ] 調査の背景とねらい 

本稿は、 1 9 9 7 ～ 9 8 年に行われた 「効果的な製品開発バターンの 製品間   

産業間比較アンケート」 の結果分析の 報告であ る。 まず、 本調査の背景とねらい 

を 俺 単に述べよう。 効果的な イ / ペ一 ション ・マネジメントのパターン、 とりわ 

け 成功する製品開発のための 組織能力に関しては     9 6 0 年代以来、 これまで 

多くの実証研究が 行われてきた。 

無論、 製品開発プロジエクトが 絶対ヒットする 必勝 法 というものは 存在せず、 

その点では野球やテニスの 試合と似たところがあ る。 だが、 いわば 「勝率の高い」 

開発組織のもつ 能力のバターン ( もしくはそうした 組織の備えている 条件 ) を探 

求する、 という意味での 効果的な製品開発パターンの 研究は少なくない。 この種 

の 研究は、 1 960 年代、 イノベーション・マネジメント 研究が欧米を 中心に盛んに 

なって以来、 繰り返し試みられてきた。 

初期の研究 ( 例えばプロジェクト S A P P 0 ) は、 成功したプロジェクト、 あ 

るいは成功・ 失敗プロジエクトの べア に関するサンプルを 多数集め、 あ らゆる産 

業に共通する 一般的な効果的イノベーションのバターンを 明らかにした。 その 一 

方で、 / ナカ 8 タ ケ ウチの調査・ 研究をはじめ、 ケース・スタディを 通じた詳細 
な事例研究も 積み重ねられていった。 

次に、 1 9 8 0 年代後半から 9 0 年代にかけて、 クラーク & フジモトの自動車 

産業に関する 調査・研究など、 単一産業に集中した 製品開発調査が 行われるよ う 

になった。 イアンシティらは、 コンピュータ 産業などで、 幅広く同様の 調査・ 研 

究を進めている。 製品開発パフォーマンスを 競争力と明確に 結び付けて論じてい 

ること、 そのためにパフォーマンスの 湖定を厳密に 行 うこ と 、 国際比較の視野を 
もつことがこの 時期の研究の 特徴であ った。 

しかし、 この種の研究は、 一産業・製品分野に 絞ったものであ ったため、 結果 

がどの程度、 産業・製品分野を 超えた一般性をもっのかは 疑問とされてきた。 実 

際、 この頃 行われた調査からは、 効果的製品開発のバターンには・ 一定の共通 ハ 

ターンも見られるものの、 産業や製品のタイプにより、 かなりの相違があ ること 

が予見された。 また、 そのような相違が 存在することも、 アイゼンハルト、 フジ 

モトといった 研究者によって・ 部分的に実証されてきた。 

そこで、 次の問いは、 「産業や製品の 特性と、 効果的製品開発のバターンとの 

間に 、 何らかの因果関係は 存在するだろうか」 ということになる。 すな む ち、 各 

産業   製品分野において、 開発組織が果すべき 「機能」 は い かなるものであ り、 

それはどのような 特徴をもった 「開発バターン ( 構造とプロセス ) 」 によって可 

能となるのか、 その因果関係の 有無が、 問題となるのであ る。 こうした問いは、 
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同時に、 それぞれの産業・ 製品分野で効果的であ り うら 開発バターンの 条件を明 

らかにし、 それら相互の 相違を説明することに 通ずるだろう。 

もちろん、 ケース・スタディを 重視する立場に 立てば、 多産業・製品分野の 特 

徴を何らかの 尺度で画一的に 比較する研究は、 イノベーション 研究にそぐわない 

と 考えることもできる。 だが、 本研究のような 比較研究と、 個別産業・製品分野 

や 特定企業についてのケース・スタディとは   相反するものではない。 

本研究は、 あ く まで． あ る時点でにおいて   各産業・製品分野の 開発組織が選 

択しぅる 、 効果的バターンのレバートリー - 「可能佳の範囲」 - を明らかにしょう 
とするものであ る。 そうして見い 出されたパターンが、 冬彦 菜 ，製品分野や 佃 別 

企業において、 実際にはどのように 活かされ、 またどのような 契機で選択され 変 

化していくのかについては、 別途ケース・スタディが 要されるだろう。 また、 何 

らかのケース・スタディを 行う場合、 本研究のような 多産業・製品分野間の 比較 

研究は 、 何がその事例に 固有のものであ り、 何が一 般化 可能なものなのか、 より 

的確に理解するための 構 報を提供すると 思われる。 

仮に． 「産業や製品の 特性と、 効果的製品開発の パタド ンとの間に 、 何らかの 
因果関係は存在するだろうか」 という問いに 的確に答えることができれば、 ィ / 

べ一 ション・マネジメントの 研究者に対して 新たな貢献になるばかりではない。 

その成果は， 製品開発に従事する 実務家にとっても、 他の産業・製品分野で 得ら 

れた「成功しやすい 開発バターン」 を、 自分の産業・ 製品分野の ケ （ スに 正確に 

貴き換えたり、 事業多角化のなかでの 全社的な開発体制を 上で、 有益な情報にな 

ると考えられる。 本研究のねらいは． こうした製品開発の 産業間   製品問の比較 

研究の一つのきっかけを 掴むことであ る。 

[ 1 ] 調査方法と回答企業 ( 製品開発組織 ) の産業・製品分野別内訳 

1 ) 調査の方法 

本調査では． 1 997 年 7 月に・ ランダムに選ばれた 企業、 事業部門、 製品開発部 

門・部者、 研究所に対し、 アンゲート調査察 ( 巻末に添付 ) への回答をお 願いし 

た 。 回収完了の時期は 同年 1 0 月であ った。 調査票の配付数は 700 であ り、 203 件 

のご回答をいただいた ( 回収率 29% ) 。 なお・ 製品系列が多様な 企業の多くから 

は 、 複数の部門・ 部署にご回答いただいている。 

2 ) 産業・製品分野の 分類と回答企業の 内訳 

本調査では、 製品開発活動を 調査対象とした。 このため ; 通常の産業分類では 
なく、 製品の特性と て （ケットおよび 顧客の特性にしたがって、 産業・製品分野 

を 1 2 に分類したうえで、 分析を行った。 

産業・製品分野毎の 回答 企 棄の内訳は、 以下の通りであ る。 衣料・ 緩維 14 件 

( 6. 9 % ) 、 食品，飲料品 1 5 件 (7. 39 % ) 、 薬品・生物 1 0 件 ( 4. 93 % ) 、 消費 

者 同化成品 9 件 (4.43 % ) . 産業向化成品・ 素材 35 件 ( 1 7.24 % ) . ソフト・ シ 

ステム 1 1 件 (5 .42 % ) 、 消費者向電子・ 電器 23 件 ( 1 1 . 33 % ) . ミ子部品 2 1 件 

( 1 0 ． 34 % ) 、 事業者向精密機器 25 件 ( 1 2 . 32 % ) 、 乗用車・バイク 7 件 ( 3 . 45 
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% ) 、 機械部品 7 件 ( 3 . 45 % ) 、 産業向機械・ 設備 2 6 件 ( 1 2 . 8 1 % ) であ る。 

[ 2 ] 産業・製品分野別に 見た成功ハターンの 特徴と相違 

1 ) 「成功要因」 を発見するための 枠組み 

ここでは、 各成功プロジェクトにおいて 何が行なわれていたかについて、 産業   

製品分野別の バタ トンの違いを 分析して見る。 本調査では、 過去の研究などをも 
とに， 9 1 の開発プロセス・ 組織バターンについての 項目を抽出し、 成功プロジェ 

クト でこれらの開発パターンがうまく 実現していたかを 問いた。 

しかし、 あ る産業・製品分野で 成功程度が高い 項目であ るとしても、 それが 当 

該 産業   製品分野で本当に 重要であ るかどうかは 分からない。 そこで、 各項目に 

ついて、 重要であ ったかどうか、 別途チェック ・ポック ス に、 チェックしていた 
だいた。 そのうえで、 成功程度とチェック 頻度との相関 ( ケン ドール順位相関 ) 

をとったところ、 多くの項目で 成功程度の高さとチェック 頻度とには、 1 % 水準 

の高い相関が 見い出された。 

したがって、 あ る産業・ 製品分野で   成功程度の高 い 項目は、 すなむち重要な 
「成功要因」 であ ると考えてよいと 判断された。 この結果にしたがい、 産業・ 製 

品分野間で顕著な 相違が見られ、 しかもとくにあ る産業・製品分野で 成功程度の 
高い項目に注目することにした。 

2 ) 質問の設定とデータの 処理方法 

本 アンケートでは、 コンセプト作成、 先行開発、 開発試作・実験、 五珪化、 組 

織 的な問題解決、 コミュニケトション、 組紙における 管理・調整、 リーダ（ シソ 

プ ・ 人材活用など、 さまざまなテーマについて、 開発成功要因に 関する ぽ 問をお 

こなった。 質問では． 「非常に成功」 から 「失敗」 にわたる 5 段階リカ（ ト ・ ス 

ケールを用いた。 回答にもとづき、 まず、 各項目について・ 産業・製品分野別の 
平均ポイントを 算出した。 

珪華・製品分野間の 回答傾向の相違に 関しては、 各項目毎に分散分析を 行って 

確認したところ、 多くの項目で・ 産業・製品分野間で． 有意な相違が 見られた。 

こうした結果をもとに、 産業，製品分野間の 相違が大きい 項目に注目した。 有為 

な相違が多くの 項目について 見られるが． その多くは、 これまでの先行研究や ケ一 

ス ・スタディから、 説明可能なものであ ると考えられた。 

[ 3 ] 産業・製品分野間での 特性比較 

1 ) 質問形式の概要 
つぎに． 本調査では、 何が以上のような 開発バターンの 相違をもたらしている 

のかを明らかにするために、 各産業・製品分野の 特性についてたずねた。 まず、 

過去の研究および 事前の聞き取り 調査をもとに、 製品． 技術、 開発プロセス、 市 

場 の性質 を 3 3 項目抽出し・ それぞれの程度がどのく らいであ ったか、 回答者の 

主観的な評価を 問いた。 

なお、 製品、 技術、 開発プロセス、 市場の性質が 定性的評価であ ることに関し 
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て 、 データの信頼性を 疑 う ことも可能であ る。 しかし、 1 ) 別に定主的評価をた 
ずねた ぅえ で． 製品、 技術、 開発プロセス、 市場の性質についての 定性的評価と、 

製品、 技術、 市場の定主的性質との 間の相関をとったところ、 関連のあ りそうな 

項目同士では、 多くの場合、 1 0 % 水準以上の相関がえられている。 

また、 2 ) 産業・製品分野間で 理解可能な相違が 確認されており、 統計的には、 

個々の回答は 産業 ・製品分野別に 一定の傾向に 従っている。 以上のことから、 製 

品、 技術、 開発プロセス、 市場の性質といった 定性的評価は、 あ る程度信頼に 足 

る データであ ると考えられる。 

2 ) 分析方法 

製品、 使用技術   対象市場の佳 質は ついては、 5 ポイントの 「違 う 」 からⅠ ポ 

イントの 「その通り」 に対応する 5 段階リカート ，スケールを 用いた。 ここでも、 

各項目について、 産業・製品分野別に 平均ポイントの 相違があ る項目に注目した。 

産業・製品分野毎の 回答パターンの 違いがあ るかどうかについては   各項目毎に 

分散分析を行って 確認した。 

3 ) 産業，製品分野間での 製品． 使用技術、 対象市場の性質の 相違 

分析の結果、 多くの項目で、 産業・製品分野間で、 有意な相違が 見られた。 産 

棄 ・製品分野間の 相違について、 テーマ別に分けられた 各項目毎に、 産業，製品 

分野の平均ポイントを 折れ線クラフにプロッ トしてみた。 例えば、 下図のような 

グラフが描けた ( 分散分析、 折れ線クラフの 各項目タイトルの 末尾、 ま ま ま 1 % 

水準で有意・ * * 5 % 水準で有意、 * 1 0 % 水準で有意 ) 。 下図に見られるよ う 

な 相違はの多くは・ これまでの先行研究やケース・スタディから 理解可能であ る 

と思われ、 また開発パタトンとの 相関が予想されものであ った。 
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[ 4 ] 製品、 技術、 市場の性質および 開発課題と効果的な 開発パターン 

1 ) 分析のねら い と方法 

本 アンケート調査の 結果から、 珪華・製品分野によって、 製品、 技術、 市 塀の 
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性質およ ぴ 開発課題は、 かなり異なってくることがわかってきた。 また、 産業   

製品分野によって、 効果的な開発パターンにも 相違があ ることがわかってきた。 

では・ 製品、 技術・ 市場の性質および 開発課題によって、 どのような開発バター 
ンが効果的だといえるのだろうか。 この問いを検討すれば、 それぞれの産業・ 製 

品 分野で効果的な 開発バタトンが、 あ る程度明らかになってくるだろう。 今後の 

より詳細な分析・ 調査の手がかりとするためにも、 この ょう な分析は不可欠であ 

ると 馬 、 われる。 

ここでは、 「成功の要因 ( 開発パターン ) 」 と 「製品、 技術、 市場の佳 竺 およ 

ぴ 開発課題」 との相関をとることにした。 そして、 開発バターンと 産業・製品分 
野の特徴との 相関をとり、 関連のとくに 見い出された 組み合わせに 注目した。 

2 ) 分析結果 

結果は、 右図のような マ トリックとして 

描けた。 なお、 正に有意に相関しているも 

のは、 ⑥ ( 1 % 水準 ) 、 0 ( 5 % 水準 )   

A ( 1 0 % 水準 ) で示してあ る。 一方、 負 

に有意に相関しているものは、 X ( l % 水 

準 ) 、 Ⅴ ( 5 % 水準 ) 、 V ( 1 0 % 水準 ) 

で示してあ る。 あ る性質や課題 ( 縦方向に 

列挙 ) について、 正に有意でしかも 有意水 

準が高いほど、 その開発ハターン ( 横方向 

に列挙 ) が効果的であ る可能性が高い。 ま 

た、 逆に、 あ る性質や課題 ( 縦方向に列挙 

) について、 負に有意でしかも 有意水準が 

高いほど． その開発バターン ( 横方向に列 

挙 ) は不適切であ る可能 佳が 高い。 

下図にあ るよ う に・ 要求されるほ 能 ・ 仕 

様の間にトレード ・オフがあ ったり・ 構造 

上の制約があ る場合には、 物的試作がもっ 

とも有効な方法であ ると考えられる。 さら 

に、 構造的に部分部分を 分割しやすいもの 
や 、 シュミレーションで 性能が確認できるよ 

化が有効であ ることがわかる。 

ほかにも、 多くの結果がえられている。 例 

材 ・成分間の構造上の 配置に制約が 多いとさ 

的 試作を使って 問題解決を行うことが、 もっ 

らに、 乗用車・バイクや 衣料・ 窩 稚などの 一 

仕様が数値化しにくく、 感覚や入間工学的側 

こうした場合、 潜在的ニースを 発掘し、 物的 

の中核メンバーを 活用することが 効果的であ 
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うな製品であ るならば・ モジュール 

えぱ 、 乗用車・バイクなどでは、 部 

れている。 このような場合には、 物 

とも効果的であ ることがわかる。 さ 

般 消費者向け製品のように、 機能   

面 がとく に重視される 場合があ る。 

試作を用いて 検討したり、 企画部門 

ることが確認されている。 また、 と 
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くに目標機能・ 仕様を明確に 記述しにくい 製品では、 会議 や マニュア ; レ によるフォー 

マルな管理はややマイナスであ ることも示されている。 

[ 5 ] 暫定的な結論と 今後の課題 

本稿では、 いわば、 開発現 塀 における 2 0 3 の成功プロジェクト 体験と知恵を 

集約化することで、 より一般的な 製品開発成功のバターンが 抽出できるかどうか 

を検討した。 質問の多くは、 開発担当者の 主観的な判断を 反映したものであ り、 

その意味では、 正確にいえば 客甘 的な成功要因ではない。 すな む ち・ 「現場で認 

識 された効果的開発バターン」の 輪郭を把握することがこの 調査の目的であ った。 

その結果をまとめれば、 まず． 1 ) あ る種の 「成功する開発の パタ トン」には、 

産業や製品のタイプによってかなりの 違いがみられた。 つまり、 厳密にいってあ 

らゆる産業，製品分野に 通用する製品開発の 「ワン，ベスト・ウェイ」 が存在す 

るとは限らないことがわかった。 一方、 2 ) 当然ながら、 「産業・製品特性」 は、 

消費財・資本財・ 中間財などのタイプによって 異なることをはじめ、 産業・製品 

分野のタイプによって 相当に異なっていた。 

3 ) 本調査では、 成功プロジエクトが 採用した可能性のあ る様々な開発ルーチ 

ン ( 活動バターン ) に関して， 「成功程度」 と 「重要度」の 両方を問いたが、 概 

して両者の間には 強い相関関係がみられることが 多かった。 つまり、 少なくとも 

開発現場の人々は、 重要なルアチンを 成功させることに 力を入れ、 実際にそれら 

を 成功させる傾向が 強かったといえる。 

そして、 4 ) 上のマトリックスのように． 「効果的製品開発バターン」 と 「 製 

品 ・産業特性」の 間には、 多くの場合、 論理的に予見できるような 意味のあ る相 

関関係が視察された。 つまり、 産業・製品の 特性を知れば、 その産業・製品分野 

において強調される 「成功パターン」 もあ る程度予見できるのではないか   とレ Ⅰ 

う我々の予想は． あ る程度当たったといえる。 

無論． 製品開発に絶対の 成功バタトンは 存在せず、 せいぜい 「ヒット率」の 高 

低に影響を与えるかもしれない 要因を見つけることができるかどうか、 という 

「条件論」に 帰着する。 しかし、 仮にそうして 意味であ っても・ 本研究は、 各産 

業・製品分野において、 効果的な開発バタ （ ン がとりうる 「可能な選択肢の 範囲」 

を 、 あ る程度提示する 結果となった。 その結果は、 同時に、 製品開発という 組ぬ 

的な「問題解決」 について、 「成功バタ（ ンが 製品 問 ，産業間で異なる」 という 

「コンテンジエン シ （仮説」 を示唆するものでもあ った。 

ただし、 今回の調査では、 成功と現場で 判断されたものについてのみ 質問した 

ため・ 成功とされた 項目が、 成功プロジェクトのみに 特有の活動であ るか、 失敗 

プロジェクトでも 視察されるのか、 厳密に判断することが 出来ないなど、 今後の 

課題は残る。 また、 今回の調査の 分析にかぎっても、 個 々の項目を何らかのかた 

ちで 「因子」 として集約することで． 一層分析を深めることが 可能であ ろう。 そ 

うした作業をもとに、 1 ) 産業・製品分野区分をより 適切なものへと 見直すこと、 

そして 2 ) 製品特性と開発パターンのタイプをより 明確なかたちで 提示すること 

も、 今後必要となってくるであ ろう。 
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